











































本稿は 2 つの研究から成り立っている。第 2 章ではコンペティティブ・レスポンス・スピードとそ
の影響要因に関する先行研究をレビューし、学術研究で既に何が明らかにされているのか、何
が未解決の課題なのかを整理している。企業内外の特性はアウェアネス、モチベーション、ケイ
パビリティの 3 つの競争行動ドライバーを介して競争行動の性質に影響を与えるとする AMC パ
















影響を考察している。研究対象の 4 社のうち、ピーチ・アビエーションは親会社 1 社をもつ子会
社であり、バニラエア、ジェットスター・ジャパン、春秋航空日本の 3 社はジョイント・ベンチャーで






次の命題を提示している。命題 1a: ジョイント・ベンチャーは親会社 1 社をもつ子会社に比べて、
複数の親会社との合意形成に時間がかかるため、レスポンス・ジェネレーション・スピードが遅い。
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る。日本の航空会社である ANA の代表取締役社長(当時)である伊藤信一郎氏は、マレーシアの LCC(格安航
空会社)であるエアアジアとのジョイント・ベンチャーとしてエアアジア・ジャパン(現 バニラエア)を設立




































第 3 章では第 2 章で提示した未解決課題への取り組みとして、ジョイント・ベンチャーの特性が 2 つのレ
スポンス・スピードにどのような影響を与えているかについて、先行研究に基づく理論的考察と事例研究に


















First Mover Advantage からの一連の研究では、業界の先駆者に二番手以降が追随する時間について大きく
議論されてきた。たとえ先駆者になることができなくても、先駆者に対して迅速に追随することによる利益
は大きい。なぜなら、迅速な二番手は先駆者が市場の独占から得られる利益を奪うことができるからである











研究がある。例えば、競争行動の特性やレスポンダーなど行動主体に着目した研究(Chen, Smith & Grimm, 
1992; Chen & Hambrick, 1995)もあれば、トップ・マネジメント・チームや資源のスラックなど特定の理論に






















































の性質がレスポンスの性質に対してどのような影響を与えるか、1991 年から 1990 年代後半にかけて数多く
研究されてきた(Smith, Ferrier & Ndofor, 2001)。レスポンスの性質についてはあらゆる側面に焦点が当てられ
ており、1 つのアクションから引き出されたレスポンスの数(Smith et al., 1991; Chen & MacMillan, 1992; Chen & 
Miller, 1994)、アクションの模倣度やアクションとの適合度(Smith et al, 1991; Chen & MacMillan, 1992; Smith, Grimm, 
Young, & Wally, 1997)、レスポンスの影響範囲(Hambrick & Chen, 1996)などがある。 
数あるレスポンスの性質の中でも、レスポンスの速さに関連する概念については特に注目が高い。アクションから遅れ
た時間やスピード、タイミング(Smith et al., 1991; Chen & MacMillan, 1992; Smith at al., 1997; Lee, Smith, Grimm & 
Schomburg, 2000)をはじめ、競合企業間におけるレスポンスの速さの順位(Smith et al., 1991; Lee et al., 2000)やレスポン
スの策定とアナウンスメントのスピード(Chen & Hambrick, 1995; Hambrick et al.,1996)、実行のスピード(Chen & 










Smith, Grimm, Chen & Gannon (1989)は Porter (1985)の考えに基づき、素早いレスポンスがアクターによる
レスポンス障壁の構築を防ぎ、アクターの戦略の再考を促せるため、レスポンスにかかる時間が短いほどレ





また、Basdeo, Smith, Grimm, Rindova & Derfus (2006)はレスポンダーによるレスポンスが遅れるほど、アク
ションが長いあいだ注目を集め、模倣困難でイノベーティブな印象を与えるため、アクターのレピュテーシ
ョンが高くなるとしている。同様に、Lee, Smith, Grimm & Schomburg (2000)は株価を用いたイベントスタデ
ィにより、新製品の模倣が速いほどアクターの異常リターンを下げられることを示している。 























欧米を中心とした経営学の主要なジャーナル、具体的には ISI Web of knowledge の Journal Citation Reports に
よる Management 領域における Impact Factor 上位 50 誌、に掲載された論文をサーベイ対象とし、それらのタ
イトルや概要、キーワードからコンペティティブ・インタラクションにおけるレスポンスの速さとその影響
要因に関する論文を筆者が選定した。次に、これらの文献で参照されている論文やこの分野における代表的
な研究者である Smith, K. G.や Grimm, C. M.、Chen, M. J.、Hambrick, D. C.らの論文をサーベイ対象に加えた。 
最後に本稿の目的から、コンペティティブ・レスポンス・スピードとその影響要因を回帰分析した研究で
はない論文を除いた。この段階で取り除いた主な文献は、レスポンス・スピードと企業パフォーマンスの研
究として既に取り上げた Basdeo, Smith, Grimm, Rindova & Derfus (2006)、Boyd & Bresser (2008)の他に、
MacMillan, McCaffery & Van Wijk (1985)、Smith & Grimm (1991)、Smith, Grimm, Young & Wally (1997)、
Más-Ruiz, Nicolau-Gonzálbez & Ruiz-Moreno (2005)、Nadkarni & Barr (2008)がある。以上の選定プロセスを経
て、最終的には表.1 に記載の 7 本が残った。うち 6 本は 1989 年から 1996 年までの研究であり一般的な企業














著者	 掲載誌	 概念	 概念に関する説明(各文献の記載を抜粋し、筆者にて翻訳)	 
Smith,	 Grimm,	 Chen	 &	 
Gannon	 (1989)	 
JBR	 Response	 time	 他の企業の戦略的アクションに対する競合企業のレスポンスに
かかるスピード	 
Smith,	 Grimm,	 Gannon	 
&	 Chen	 (1991)	 
AMJ	 Response	 lag	 Response	 lag と Response	 order はレスポンスの違う側面を捉え
ている。例えば、ある企業がアクションに対してレスポンスす
ることにかなりの時間が掛かったが、最初にレスポンスした企
業だとする。その場合、Response	 lag は高いが Response	 order
は低い	 
Chen	 &	 MacMillan	 
(1992)	 




Chen,	 Smith	 &	 Grimm	 
(1992)	 
MS	 Response	 lag	 アクションが効果的であれば、アクションを始めた企業が市場
を独占化し、アクションから経済的利益を収穫するという点で
Response	 lag は重要である	 
Chen	 &	 Hambrick	 
(1995)	 





Response	 announcement	 speed とはレスポンスを準備し、アナウ
ンスするために用いた時間の長さである	 
	 
Response	 execution	 speed とは、アナウンスしたレスポンスを
実施することに必要な時間の長さである	 
Hambrick,	 Cho	 &	 Chen	 
(1996)	 










Yu	 &	 Cannella	 (2007)	 AMJ	 Response	 speed	 Response	 speed はライバルの起点となるアクションから企業の
レスポンスまでの時間による	 
出所: 各文献の記載に基づき、筆者にて作成。掲載誌の略称はそれぞれ、Journal of Business Research、Academy of Management Journal、
Management Science、Administrative Science Quarterly を示している。 
 13 
Smith et al. (1997)は米国の国内航空会社をサンプルとし、クラスター分析によって抽出した戦略グループ
ごとのレスポンス・スピードに差があるかについて探索している。強固な支配者(Entrenched-dominant)のレス
ポンス・スピードはハイエンド航空会社(High-end flyer)やニッチ探索者(Niche-seeker)のそれよりも速いこと
を示唆しているが、統計的に優位な結果は得られていない。また、Más-Ruiz et al. (2005)はスペインの銀行預
金市場をサンプルとし、大手銀行の戦略グループは小規模銀行の戦略グループのアクションに対して速くレ
スポンスを起こし、小規模銀行の戦略銀行は大手銀行の戦略グループに対して遅くレスポンスを起こすとい
う、競合の非対称性(Asymmetric rivalry)の存在を指摘した。MacMillan et al. (1985)は商業銀行による商品投入
に関するアンケート調査を行い、どのような商品の特性がレスポンスの遅れと相関しているかについての傾
向を示している。 





ス・スピードは文献により多種多様な名称で呼ばれている。概念名に Speed を含むものがある一方、Response 
lag (Smith, Grimm, Gannon & Chen, 1991; Chen, Smith & Grimm, 1992)や Response time (Smith, Grimm, Chen & 





を示していることが分かる(図 1.)。最も常識に近い意味を持つものは Response time (Smith et al., 1989)や
Response lag (Smith et al., 1991; Chen et al., 1992)、Response delay(Chen & MacMillan, 1992)、Response speed (Yu 
& Cannella at al., 2007)であり、いずれもアクターがアクションを実行してからレスポンダーがレスポンスを
実行するまでのスピードを指している。本稿ではこの概念を「レスポンス・ラグ」と呼ぶことにする。 
一方で、レスポンダーがレスポンスの準備を始めてから実行するまでのプロセスに細分化して定義してい
るのが、Chen & Hambrick (1995)や Hambrick, Cho & Chen (1996)である。Response announcement speed (Chen & 






execution speed (Chen & Hambrick ,1995; Hambrick at al., 1996)はレスポンスをアナウンスしてから実行するま
でを指しており、本稿では「レスポンス・エグゼキューション・スピード」と呼ぶ。従い、本稿でレビュー
した主要文献には、レスポンス・ラグおよびレスポンス・ジェネレーション・スピード、レスポンス・エグ
























ては AMC モデルの原型を提示した Chen & Miller (1994)によって始まった(Chen & Miller, 2012)。 














































Chen & Hambrick (1995)と Hambrick et al. (1996)はアクションが公になった日からレスポンスが公になった
日までをレスポンス・ジェネレーション・スピード、レスポンスが公になった日からレスポンスが実行され
た日までをレスポンス・エグゼキューション・スピード、として測定しており概念に応じた適切な尺度であ
ると言えよう。なお、Hambrick at al. (1996)はレスポンスがアナウンスされた日のみを基準としているのに対








レスポンス・ラグを概念としている文献のうち、Smith	 at	 al.	 (1989)および Yu	 &	 Cannella	 (2007)はア
クションとレスポンスの差を尺度としており、概念を適切に測定できている。一方で、Smith	 at	 al.(1991)
と Chen	 &	 MacMillan	 (1992)、Chen	 at	 al.	 (1992)はアクションがジャーナルで報じられた日からレスポン
スが初めてそのジャーナルで公にされた日までの日数としている。論文中では明確にされていないため断定























著者	 概念の類型	 測定尺度の定義(各文献の記載を抜粋し、筆者にて翻訳)	 









Chen	 &	 MacMillan	 (1992)	 レスポンス・ラグ	 あるアクションが当該ジャーナルで初めて報じられた日から、当
該企業のレスポンスがそのジャーナルで初めて公にされた日ま
での日数	 








































ブに詳しい Chen(1996)および、Chen & Miller (2012)、Chen, Kuo-Hsien & Tsai (2007)を参考に筆者が割り振り
















Chen at al. (1992)はアクターがアクションを実行するのに求められた努力の量(実施要件)をアクションのエ
グゼキューションに要した時間として測り、実施要件が高いほどレスポンダーがアクションを把握すること
に時間がかかり、レスポンス・ジェネレーション・スピードが遅いことを示している。 








次に、アウェアネスはレスポンダーがアクションをどう認識するかにもよる。Smith at al. (1989)と Smith at 
al. (1991)は組織全体の外部志向性が高いほど柔軟性をもち前向きなため、レスポンス・ジェネレーション・
スピードが速いことを示している。また、Hambrick at al. (1996)は TMT のメンバーの在職期間が長いほど情
報処理能力が高いため、レスポンス・ジェネレーション・スピードが速いことを示している。同様に、TMT
の教育レベルが高いほどアウェアネスが高まりやすいと考えられるが、レスポンス・スピードを速めるとす
る証拠は示されていない(Smith at al., 1991; Hambrick at al., 1996)。 
また、TMT メンバーの異質性もアクションの認識に影響を与える。異質的な TMT は多様で幅広い視点を
もつため、認識を TMT 内で一致させることが難しい。Hambrick at al. (1996)は TMT の職能と教育、在職期間
それぞれの異質性が高いほど、レスポンス・ジェネレーション・スピードを遅くすることを示している。TMT











ある。しかし、Hambrick at al. (1996)や Chen & Hambrick (1995)はレスポンス・ジェネレーション・スピード
とレスポンス・エグゼキューション・スピードのこのような関係性について言及していないものの、筆者は
この関係性が存在するとしても軽微なものであると考えている。Hambrick at al. (1996)が示す相関係数表によ
れば、レスポンス・ジェネレーション・スピードとレスポンス・エグゼキューション・スピードの間には有
意水準 10%でのマイナス 8%の相関関係が認められる。ただし、可能性は低く、相対的にはわずかな関係性














ス・スピードの研究でも早い時期から注目されてきた(Smith at al., 1989; Chen at al., 1992)。アクションの脅威
(Smith at al., 1989)や激しさ(Chen at al., 1992)が高いほどレスポンダーは対策を急ぐため、レスポンス・ジェネ
レーション・スピードが速まる。潜在的な影響範囲の広さを意味するインパクトも同様の影響をもつと考え
られるが、アクションのインパクトが与える影響は有意な結果を得られていない(Chen at al., 1992)。多国籍
企業においても、アクション起点国がレスポンダーにとって重要であるほど、アクションが起きた国でのレ
スポンスが最も高いシグナリング効果を生むため、同一国内でレスポンスを速く行おうとするモチベーショ




ドが遅くなる(Smith at al., 1989)。また、不可逆性が高いレスポンスであるほどレスポンダーはレスポンスを






る(Chen & Hambrick, 1995)。企業規模が高まるほどレスポンス・ジェネレーション・スピードが速くなるこ






















たりすることは常識的に考えにくいからである。また、アウェアネスでの議論と同様に、Hambrick at al. (1996)















が、Smith at al. (1991)と Hambrick at al. (1996)は十分な証拠を示せていない。 
アクションの実施要件が高いほど、当然ながら同種のレスポンスをとる場合に必要なケイパビリティが不
足しやすい(Chen at al., 1992)。外部環境の不安定性もケイパビリティを通じてレスポンス・エグゼキューシ
ョン・スピードを速めるはずである。安定的な環境では変化や競争行動が少なく、企業は高度に分化された
機械的な組織構造になりがちであり、逆に、不安定な環境にいる企業の方が変化に備えているため、高度に
統合された持続的で有機的な組織構造である可能性が高いからだ(Smith at al., 1989)。 










スポンス・ジェネレーション・スピードにはあまり影響を与えないことを示唆する Smith at al. (1991)や
Hambrick at al. (1996)の実証結果からも考えられるように、アナウンスメントを出すまでの期間に対してはア
ウェアネスとモチベーションが与える影響の大きさと比べて、ケイパビリティがレスポンス・ジェネレーシ
ョン・スピードに与える影響は小さいと考えられる。ここまでの議論を整理し、枠組みとして示したものが







著者	 測定された概念	 影響要因(1)	 効果(2)	 有意水準(3)	 


















Smith,	 Grimm,	 Gannon	 




(A)	 TMT の教育レベル	 







































































著者	 測定された概念	 影響要因(1)	 効果(2)	 有意水準(3)	 
















(A)	 TMT の異質性(職能)	 
(A)	 TMT の異質性(教育)	 
(A)	 TMT の異質性(在職期間)	 
(A)	 TMT の教育レベル	 
(A)	 TMT の在職期間	 
(A)	 TMT の規模	 






(A)	 TMT の異質性(職能)	 
(A)	 TMT の異質性(教育)	 
(A)	 TMT の異質性(在職期間)	 
(A)	 TMT の教育期間	 
(A)	 TMT の在職期間	 
(A)	 TMT の規模	 
























































著者	 測定された概念	 影響要因(1)	 効果(2)	 有意水準(3)	 
Yu	 &	 Cannella	 (2007)	 レスポンス・ラグ	 (A,	 M)アクション起点国の重要性	 
(A,	 M)ホーム国-アクション	 
	 	 	 起点国の距離	 

























注(1) 要因の名称の先頭にある( )内の記載は影響を与える競争行動ドライバーの種類(Awareness, Motivation, Capability)を示す。注(2) 影響
要因がレスポンス・スピードに与える効果の向きを示している。＋と記載していれば、その要因はレスポンス・スピードを速めているこ




























また、多国籍企業特有の要因(Yu & Cannella, 2007)を除けば、先行研究で取り上げられている要因はレスポ
ンダーが独立企業であることが前提とされており、その他の組織形態や組織間関係ではレスポンス・スピー







第 3 章では、この未解決課題への取り組みの 1 つとして、ジョイント・ベンチャーの特性がレスポンス・
スピードに与える影響を検討している。ジョイント・ベンチャーは複数の親会社をもつという点で独立企業



























































安航空会社 4 社である。この事例が本章のリサーチ・クエスチョンに適合する理由は大きく 2 つある。まず、
これまでに日本で設立された LCC の多くはジョイント・ベンチャーとして設立されており、ジョイント・
ベンチャーを参入モードとして取るメリットが存在する可能性が大きいと考えたからである。 











日本を拠点とする LCC の中から、2011 年 2 月から 2012 年 9 月のほぼ同時期に設立された 4 社の LCC (設
立順に、ピーチ・アビエーション、バニラエア、ジェットスター・ジャパン、春秋航空日本)を事例として選




2 年後の 2013 年 6 月 28 日に合弁が解消され、「バニラエア」として ANA ホールディングスにより完全子会
社化された。なお、合弁解消前の社名は「エアアジア・ジャパン」であるが、本稿では便宜上、「バニラエ
ア」と呼ぶことにする。 
調査対象を単一事例ではなく、ジョイント・ベンチャーの LCC と非ジョイント・ベンチャーの LCC を含
めた複数事例とし、反復の論理Replication logicによって生成した理論の整合性を確認した(井上, 2014; Gilbert, 
2015; Yin, 1994)。具体的にいえば、ジョイント・ベンチャー特有と考えた現象はジョイント・ベンチャーの
LCC で共通して観察され、非ジョイント・ベンチャーの LCC では観察されないはずである。また、事例対
象の 4 社はいずれも設立時期が似ており、競争環境などの状況の違いをコントロールしやすい(Eisenhardt, 
1989a)。 
ジョイント・ベンチャーの親会社は 5%以上の株式を保有している場合が多いが、多くの国では 20%未満

















設立	 2011 年 2 月	 2011 年 8 月	 2011 年 9 月	 2012 年 9 月	 
初就航	 2012 年 3 月	 2012 年 8 月	 2012 年 7 月	 2014 年 5 月	 
従業員数	 680 名	 
(2015 年 3 月 1 日現在)	 
469 名	 
（2014 年 6 月 1 日現在）	 
678 名	 
（2014 年 9 月末現在）	 
332 名	 
（2015 年 1 月 15 日現在）	 
資本金	 
75 億円	 75 億円	 300 億円	 69 億円	 
出資(1)	 非 JV(事業会社 1 社と








2013 年 6 月 28 日まで	 






2013 年 6 月 28 日以降	 






















出所：2015 年 6 月時点の情報をもとに筆者作成 













ート、プレスリリースなどの IR 資料と Web ページ、および週刊東洋経済や日経 BP 社発行の雑誌、日本経

























スキャリア)だけを親会社にもつ子会社の LCC と比べて、さらに LCC や航空業以外の事業会社も親会社にも
 34 
つジョイント・ベンチャーの LCC はより多様で考え抜かれたサービスを提供できるかもしれない。 
しかし一方で、Smith, Smith, Olian, Sims, O'Bannon & Scully (1994)はメンバーの経験が多様なトップ・マネ
ジメント・チームは企業のパフォーマンスと負の関係をもつことを指摘している。トップ・マネジメント・
チームの多様性は同意を得ようとする行動を減らし、メンバー間のコンフリクトを増やすため、戦略的意思
決定のコンセンサスを得にくくする可能性がある(Knight et al., 1999)。第 2 章で取り上げたように、Hambrick, 














































命題 1a：ジョイント・ベンチャーは、親会社 1 社をもつ子会社に比べて、レスポン
ス・ジェネレーション・スピードが遅い 
 











































第 1 章で引用した、ANA の伊藤氏がバニラエアの設立直前に語った言葉を再び引用したい。「参入に当た
っては、一定の事業規模、 ボリュームを有した LCC を、スピード感をもって可能な限り早期に成田空港を
拠点として展開することが重要であると考えました。先行者としての優位性を確保し、首都圏マーケットに





てジェットスター・ジャパンを立ち上げた JAL も同じ構図である。 






















ムは手作りで ANA の業務に最適化した仕様のため、LCC の簡素な業務には合わなかったか、高コストな設
計であったのかもしれない。ピーチ・アビエーションは 2015 年 6 月 30 日に予約・搭乗手続きシステムに障



















































観察を行うことができなかった。また、この 2 社は航空会社ではなかったため、LCC 事業への関わりは少な
かったことも影響しているかもしれない。残念ながら、事例研究からの導出はできなかったが、ジョイント・
ベンチャーの親会社の数とレスポンス・スピードの関係について先行研究からの論理的考察の結果として、



















その関係から引き出すことがありうる(Steensma & Lyles, 2000)。一方で、オーナーシップが小さい企業は失
うものよりも得るものが大きいため、パートナーを欺くインセンティブが高くなる(Beamish & Kachra, 2004)。
たとえば、大きなオーナーシップをもつ親会社の無形資産をフリーライドすることなどである(Kogut, 1988; 























































ずである(Park & Russo, 1996)。それゆえ、親会社間に競争関係があれば、親会社からジョイント・ベンチャ
ーへの資源の提供や情報開示をためらわせ、レスポンスの実行の障害となる可能性がある。 
調査対象 4 社のうち、ジョイント・ベンチャーは合弁解消前のバニラエアとジェットスター・ジャパン、
春秋航空日本の 3 社である。バニラエアの親会社である ANA とエアアジアはフルサービスキャリアと LCC
という違いはあるが共にアジアを拠点とする航空会社であり、市場での競争関係にあると言えるだろう。同
様に、ジェットスター・ジャパンの親会社であるカンタスグループはフルサービスキャリアのカンタスと













































































いことがわかった。唯一、多国籍企業のレスポンス・スピードに焦点を当てた Yu & Cannella (2007)があるが、























第 2 章で見出された細分化したレスポンス・スピードと AMC パースペクティブを視角として用いること
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表 5.第 3 章で提示した命題のサマリー 
 レスポンス・ジェネレーション・スピード レスポンス・エグゼキューション・スピード 
命題	 1	 
	 ジョイント・ベンチャーであるか	 
—	 (仮説 1a)	 ＋	 (仮説 1b)	 
命題	 2	 
	 親会社の数	 
—	 (仮説 2a)	 逆 U 字	 (仮説 2b)	 
命題	 3	 
	 親会社間のオーナーシップの片寄り	 
＋	 (仮説 3a)	 —	 (仮説 3b)	 
命題	 4	 
	 親会社間の市場での競争関係	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